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研究成果の概要（和文）：既存モデルに，世帯構成員の制約を考慮したアクティビティベース交通モデル，自動
車保有と代表交通手段の選択を考慮した居住地選択モデルを組み込んで改良し，MaaS，自動運転等の新たなモビ
リティサービスの将来需要とそれらが都市構造に与える影響を分析・評価することが可能な都市マイクロシミュ
レーションを構築した．また，仙台都市圏を対象としてデータ取得・分析，モデルの構築・検証を行い，新たな
モビリティサービスの交通需要や都市構造への影響に関する将来予測分析を実施した．以上により，新たなモビ
リティサービスの施策評価や，都市マイクロシミュレーションの施策評価分析への活用可能性の向上に資する研
究成果が得られた．

研究成果の概要（英文）：In this study, in order to develop an urban micro-simulation model that can 
analyze and evaluate the future demand for new mobility services such as MaaS and autonomous driving
 and their impact on the urban structure, the existing model was improved by incorporating an 
activity-based transport model considering household member constraints and location choice model 
considering car ownership and choice of representative transport modes. Furthermore, data 
acquisition and analysis, model construction and verification were carried out in Sendai 
metropolitan area, and future forecast analysis of new mobility services on transportation demand 
and urban structure was implemented. As a result, research results that contribute to improving the 
applicability of new mobility service policy evaluations and urban micro-simulation policy 
evaluation analysis were obtained.

研究分野： 土木工学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の成果により，将来の世帯構成の変化の下での新たなモビリティサービスへの需要予測や，自家用車を持
たないライフスタイルへの移行，公共交通の利便性が高い地域への集住に与える効果など，都市構造へ与える影
響の評価が可能となる．これらの評価手法により，Maasや自動運転といった新たなモビリティサービスを，「移
動の最適化」から「社会課題の解決」のステージへ移行させるための政策立案が実現することが期待される．ま
た，世帯ベースの交通行動分析やライフスタイルの変化が立地選択に与える影響を組み込むことで，都市マイク
ロシミュレーションの施策評価分析への活用可能性の向上に貢献できたものと考える．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
交通の利便性は都市の住みやすさを規定する重要な要因である．しかしながら，モータリゼー

ションの進展と人口減少・少子高齢を背景として，郊外部では公共交通の衰退，免許を手放せな
い高齢ドライバーによる事故の増加など，都心部では相変わらずの慢性的な渋滞といった交通
問題が深刻化している．その一方で，Mobility as a Service(MaaS)や自動運転といった「新たな
モビリティサービス」に関する技術開発や社会実験などが盛んに行われている．現段階では移動
の最適化が主な目的であるが，自家用車を持たないライフスタイルへの変化は，居住地の選択を
通じて都市構造に大きな影響を与え，「コンパクトシティ」「持続可能な都市構造」の実現等に寄
与する大きな可能性を有している． 
都市構造と交通の相互作用を考慮した分析手法に関する研究の歴史は古く，様々な都市モデ

ル（土地利用-交通モデル）が開発されてきた．中でも，マイクロシミュレーション型都市モデ
ルは，近年欧米諸国を中心として積極的なモデル開発，適用に関する研究が進められている．個
人や世帯の多様な属性（高齢者，免許非保有者，子育て世帯，多世代世帯など）によって異なる
都市サービス需要や交通需要の予測，ライフステージ進行に伴う個人や世帯の属性の変化の表
現などの性能において，我が国の都市の計画課題に対する有用性が高い． 
少子高齢化に加え，核家族化や生涯未婚者の増加による世帯の細分化が進む中で，自動車の運

転ができない高齢者等が世帯構成による送迎から，新たなモビリティサービスの利用に移行す
ると想定される．しかし，既存の交通モデルは個人のみを対象としているため，交通行動は本質
的に世帯構成に依存する交通行動の表現に限界がある．このような交通需要を推定するために
は，世帯マイクロシミュレーションと整合的な「世帯構成員間の制約を考慮した交通分析手法」
の開発が必要である． 
また，既存の都市マイクロシミュレーション研究では，世帯ライフステージの変化やその下での
居住地選択は表現可能であるが，新たなモビリティサービス実現化での自家用車を持たないラ
イフスタイルへの移行や，公共交通の利便性が高い地域への集住に与える効果は評価できない
ため，ライフスタイル変化を考慮した立地分析手法の構築が必要である． 
 
２．研究の目的 
上記の背景を踏まえ，本研究では，世帯構成員間の制約を考慮した交通分析，将来ライフスタ

イルの変化予測が可能な都市マイクロシミュレーションを構築し，新たなモビリティサービス
の将来需要とそれらが都市構造に与える影響を分析・評価することを目的として，以下の研究開
発項目に取り組んだ． 
①ライフスタイル変化に関する実証分析 
②新たなモビリティサービスによるライフスタイル変化に関する Web アンケート調査 
③世帯構成員の制約を考慮したアクティビティベース交通モデルの構築 
④居住地選択モデルの改良 
⑤モデル再現性の検証 
⑥新たなモビリティサービスの需要と都市構造に関する将来予測分析 

 
３．研究の方法 
本研究の各研究開発項目について，それぞれ以下の方法で実施した． 

(1) ライフスタイル変化に関する実証分析 
2 時点（2002 年，2017 年）において交通行動と共に住居属性や転居履歴が調査されている仙

台都市圏 PT 調査データを用い，2 時点の交通行動，自動車保有，居住地選択等の変化を，世帯
構成との関係性の下で実証的に分析し，ライフスタイル変化と居住地および交通手段選択の関
係を把握した． 
(2) 新たなモビリティサービスによるライフスタイル変化に関する Web アンケート調査 
都市マイクロシミュレーションの改良に関する知見を得ることを目的として Web アンケート

調査（1,500 票）を実施し，新たなモビリティサービスの導入下での自動車保有や居住地選択に
関する意向を把握した． 
(3) 世帯構成員の制約を考慮したアクティビティベース交通モデルの構築 
世帯構成に依存する交通行動を表現するため，世帯内の自家用車利用者の有無，および送迎者

の交通行動による時間制約を交通手段選択において考慮したアクティビティベース交通モデル
を構築した．仙台都市圏 PT 調査よりアクテビティダイアリーデータを作成して具体的なモデル
を構築し，都市マイクロシミュレーションモデルに組み込んだ． 
(4) 居住地選択モデルの改良 
既開発の都市マイクロシミュレーションに対して，自動車保有サブモデルを組み込むととも

に，居住地モデルの説明変数として自動車保有と代表交通手段によるアクセシビリティを考慮
することで，ライフスタイルとしての自動車保有と代表交通手段の選択を明示的に表現できる
ように改良した．Web アンケート調査によって取得されたサンプルデータを用いてモデルパラメ
ータを推定し，具体的なモデル構築を行った． 



(5) モデル再現性の検証 
2015 年を基準年として 2020 年までの 5 年間のシミュレーションを実行し，シミュレーション

結果と PT データや国勢調査との比較を行って，タイプ別世帯分布や交通手段構成の再現性を検
証し，改良された都市マイクロシミュレーションの妥当性を確認した． 
(6) 新たなモビリティサービスの需要と都市構造に関する将来予測分析 
新たなモビリティサービスの導入の有無による将来予測シミュレーションを実施し，新たな

モビリティサービスの将来需要算定，タイプ別の世帯分布より都市構造に与える影響を分析・評
価した． 
 
４．研究成果 
(1) ライフスタイル変化に関する実証分析 
交通行動と共に住居属性や転居履歴が 2時点で調査された唯一 PT 調査である，仙台都市圏 PT

調査を用いて，ライフスタイル変化と居住地および交通手段選択の関係性を分析した．使用した
PT 調査データは，第 4 回（平成 14 年度）の世帯票および通勤交通と居住に関する調査データ，
第 5 回（平成 29 年度）の世帯票である．調査項目は実施年度によって異なるため，2 時点で共
通している項目を分析対象とした． 
世帯属性ごとの 5 年以内に住替えを行った世帯の住居タイプに関する分析において，第 4 回

では全ての世帯で戸建持家の割合が大きいが，第 5回では戸建持家の割合が減少し，集合賃貸の
比率が増えていていることが把握された．世帯タイプごとにみると，世帯人数が少ないほど集合
賃貸，多いほど戸建持家に居住している傾向があった．また，非高齢者のみ世帯は集合賃貸，高
齢者を含む世帯は戸建持家に居住している傾向が把握された． 
自家用車保有状況ごとの 5年以内に住替えを行った世帯の住居タイプに関する分析において，

自家用車非保有世帯は集合賃貸や集合持家を選択する傾向にあり，その割合が増加しているこ
と，自家用車保有世帯は戸建持家を選択する傾向にあるが，その割合は減少しており，世帯人数
が少ないほどその傾向が強く表れていることが把握された． 
 

(2) 新たなモビリティサービスによるライフスタイル変化に関する Web アンケート調査 
新たなモビリティサービス導入による居住地選択や自動車保有に関する意向を把握すること

を目的に，仙台都市圏を対象とした Web アンケート調査（1,500 票）を実施した．調査は 2020 年
12 月 22 日から 23 日の 2 日間で実施され，1 段階目のスクリーニングにて回収したサンプル数
は 1,834 票，本調査にて回収したサンプル数は 1,500 票となった．調査項目は，個人属性，世帯
属性，現在の居住属性や現居住地の選択理由，今後の転居意向に加え，新たなモビリティサービ
スとして MaaS，自動運転，リモートワーク導入下での居住地選択や自動車保有意向について，
直交表によって作られた 4パターンの条件の内，ランダムに提示された 1つの条件下で，新たな
モビリティサービス導入下での外出頻度や訪問が増えると予想されるエリア，自家用車保有意
向，自家用車保有台数，運転免許保有意向，日常で用いる交通手段，転居可能性，転居先の住居
タイプ，転居先の居住エリア，駐車場利用意向等について回答してもらった． 
集計分析とともに，二項ロジスティックモデルを用いて，新たなモビリティサービスにおける

種々の条件が将来ライフスタイルの変化に与える影響を分析し，結果として，MaaS の普及によ
り郊外に住む割合が増えるとともに免許返納の意向が高まること，自動運転の普及により戸建
持家に居住する割合が増えること，自家用車保有意向は MaaS およびリモートワークの普及によ
り下がる傾向にあるが，自動運転の普及は影響が少ないこと等が把握された． 
 

(3) 世帯構成員の制約を考慮したアクティビティベース交通モデルの構築 
信夫ら（2020）による既存モデルをベース

として，図 1に示すようなアクティビティベ
ース交通モデルの構築を行った．本モデルで
は，生活行動の種類，時間制約，交通手段を
考慮しており，生活行動は固定活動（仕事，
学校，病院）と自由活動（買い物，食事，社
交・娯楽）に分類し，活動開始時刻（登校，
出社時刻等）を時間制約とした．交通手段は
自動車（普通車），自動車（自動運転），公共
交通，徒歩に加え，世帯構成員間相互の時間
制約が生じる行動である送迎についても考
慮されている．まず固定活動の有無を判定し，
有の場合は固定活動，固定活動前の自由活動，
固定活動後の自由活動の順に，自由活動のみ
の人は車所有の場合，未所有の場合の自由活
動を決定するこれらの個々の判定や分析対
象を対象者に対して繰り返し行う構造とな
っている． 
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図 1 アクティビティベース交通モデルの構造 



(4) 居住地選択モデルの改良 
本研究で構築したマイクロシミュレーション型都市モデルの構造を図 2に示す．まず，新たな

モビリティサービスが居住地分布に与える影響を評価するために，既存モデルに改良を加えた
都市マイクロシミュレーションモデルにより個人や世帯属性の遷移や居住地分布を予測する．
次に，アクティビティベース交通モデルにより，新たなモビリティサービスで変化した交通需要
を世帯単位で予測する．赤字で示した「免許保有」「自家用車保有」「立地選択モデル」「交通手
段選択モデル」は，新たなモビリティサービスが選択行動に多大な影響を与えると想定した項目
である．シミュレーションタイムステップは 1年とし，経年変化を繰り返すことで，新たなモビ
リティサービスに対する需要予測が可能となる． 
既存モデルに対する具体的な追加，改良内容は以下のとおりである． 

・免許保有：免許保有更新イベントでは，18 歳以上の個人を対象として運転免許の取得・返納
の判定を行う．発生確率は，オプション属性の付与時に作成した性別年齢別運転免許保有率よ
り，1歳下の保有率との差分により算出する．得られた取得率・返納率に基づき，モンテカル
ロ法により確率的に免許保有更新を行う．新たなモビリティサービス導入下では，返納率のみ
影響を受けることを仮定し，Web アンケート結果より集計した性別年齢別運転免許返納率に基
づき判定する． 

・自家用車保有：自家用車保有更新イベントでは，18 歳以上の個人を対象として自家用車の購
入・売却の判定を行う．発生確率は，オプション属性の付与時に作成した世帯タイプ別・性別
年齢別自家用車保有率より，1歳下の保有率との差分により算出する．得られた購入率・売却
率に基づき，モンテカルロ法により確率的に自家用車保有更新を行う．新たなモビリティサー
ビス導入下では，Web アンケート結果より世帯タイプ・性別年齢別自家用車保有率を集計し，
通常時と導入時の保有率の比から通常時の購入率・売却率を補正した割合を基に判定を行う． 

・居住ゾーン選択モデル：居住地ゾーン選択モデルでは，持家戸建，持家集合，賃貸戸建，賃貸
集合の 4 タイプごとにパラメータ推定を行い，対象地域内の全てのゾーンから 1 つのゾーン
を選択する多項ロジットモデルとして推定を行う．ゾーン選択モデルの効用関数の説明変数
として，交通条件や立地利用，地価，世帯人数，世帯主年齢等に加え，新たなモビリティサー
ビスの導入状況を加味することで，導入時の変化を表現する．立地選択モデルでは，PT 調査
等のアンケート調査より得られる過去に転居を行ったデータを基に，パラメータ推定を行っ
た． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 マイクロシミュレーション型都市モデルの構造 
 

(5) モデル再現性の検証 
2015 年を基準年として 2020 年までの 5 年間のシミュレーションを実行し，シミュレーション

結果と 2017 年 PT データや 2020 年国勢調査との比較を行って，タイプ別世帯分布や交通手段構
成の再現性を検証し，改良された都市マイクロシミュレーションの妥当性を確認した．仙台市以
外の都市圏周辺部ではサンプル数が限定的であることを要因として，再現性が低く，地域別のパ
ラメータ推定の必要性等の課題が残されたが，全体的にはタイプ別世帯分布や交通手段構成の
再現性は高く，モデルの妥当性が確認された． 
 
(6) 新たなモビリティサービスの需要と都市構造に関する将来予測分析 
シミュレーション初期年次を 2015 年とし，生成した初期世帯マイクロデータを用いて，30年

間の将来予測シミュレーションを実行した．新たなモビリティサービスが普及する時期を 2030
年から 2045 年と仮定し，シミュレーションタイムステップ 15年目を境に，with(自動運転・MaaS
有り)と without(自動運転・MaaS 無し)に分岐することで比較分析を行った．結果として，自動
運転有りケースでは郊外居住化の傾向，MaaS 有りケースでは駅周辺等の公共交通利便性の高い
エリアへの居住が進むことが把握された．また，自動運転・MaaS ともに有りケースでは，MaaS
による駅周辺への居住が，自動運転による郊外居住により相殺され，集約効果が少なくなること
が明らかとなった． 
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